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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第16期

第１四半期累計期間
第15期

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2020年10月１日
至 2021年９月30日

売上高 (千円) 1,810,770 6,118,210

経常利益 (千円) 686,309 2,091,357

四半期（当期）純利益 (千円) 448,818 1,428,822

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 84,196 63,475

発行済株式総数 (株) 40,167,000 40,050,000

純資産額 (千円) 5,108,829 4,907,421

総資産額 (千円) 5,993,740 6,135,228

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 11.20 35.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) 10.51 33.49

１株当たり配当額 (円) ― 7.20

自己資本比率 (％) 85.1 79.8
 

(注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について記

載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、当社は関連会社を有していないため記載しておりませ

ん。

３．当社は、第15期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第15期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．当社は、2021年１月15日開催の取締役会決議により、2021年２月10日付で普通株式１株につき40株の株式分

割を行っておりますが、第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利

益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当第１四半期会計期間の期首

から適用しており、当第１四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した

後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 
 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期累計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社

は、前第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は

行っておりません。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

あらゆる情報がデジタル化されビッグデータ化する中で、当社は「見える化プラットフォーム企業」のビジョン

のもと、先進的なテクノロジー活用によるデータを可視化する技術を武器に、ビッグデータ活用による企業の業務

効率化や意思決定を支援するサービスを展開しております。

 

　当第１四半期累計期間においては、新型コロナウイルスの感染拡大を受けて経済活動全般において停滞が見られ

ましたが、企業のデジタル化シフトによる働き方の見直しや業務の自動化・効率化などへの取り組みが続いてお

り、それらを支援するソフトウェアについては高い需要が維持されております。特に当社が手掛けるSaaS型クラウ

ドサービスはシステムの拡張性が高く、また導入までの期間やコストなどのハードルが低いことから、企業規模や

業種を問わず投資意欲が高く、市場成長をけん引しております。

 

　当社では、2008年5月にスタートした見える化エンジンにより安定収益を確立しながら、2011年7月に立ち上げた

カスタマーリングスでは安定成長を継続し、2016年9月に参入したタレントパレットは高成長事業として急拡大を続

けております。いずれも継続収益が大部分を占めるSaaS型サービスであることから、それぞれの事業において売上

が上乗せされる形で成長を継続しております。全ての事業は黒字化しており、高収益の安定事業、安定成長事業、

高成長事業の組み合せにより、全社ベースでの高い成長率と利益率を同時に実現しております。

 

　新規顧客を獲得するための活動としては、マス広告やWeb広告等によるオンラインマーケティング、展示会やWeb

セミナー等へのイベントへの参加により、当社サービスに関心をもつ顧客を集客し、導入を検討する企業にはサー

ビス説明やデモを実施しながら受注を獲得してまいりました。コロナ禍の環境において、一部の業種での解約や、

展示会などのイベント縮小など影響はあったものの、営業活動をWebセミナーなどに切り替え、またオンラインでの

サポート充実を図るなど活動をシフトした結果、事業上の影響は軽微であり、変化する環境に対応できておりま

す。

 

　以上の取り組みの結果、当第１四半期累計期間における売上高は 1,810,770千円となり、前年の高成長を継続し

ております。また将来の大きな市場獲得を見据えて人員採用やマーケティング投資などの積極的な成長投資を継続

した結果、営業利益は685,106千円、 経常利益は686,309千円、四半期純利益は448,818千円となっております。

　セグメント別の経営成績は次の通りであります。

 

 ＜見える化エンジン事業＞

　見える化エンジン事業は、コールセンターやマーケティング部門に集まる顧客の声に加え、近年拡大してきたソー

シャルメディア上での口コミを分析できるツールを提供しております。

当事業では「顧客体験フィードバック」のコンセプトのもと、企業が顧客に提供したい顧客体験と、顧客の感じ方の

ギャップを分析する仕組みを提供しており、企業の商品・サービスの改善に対するソリューションとして事業展開を

図っております。

　コロナ禍の状況下で一部の観光・レジャーなどの業界において受注が弱含む状況はあったものの、顧客の声をマーケ
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ティングに活かす取り組みは着実に浸透してきていることから、全体としては当サービスへの引き合いは堅調に推移し

ております。ツール単体としての提供だけでなく、分析ノウハウや分析結果の活用方法などをコンサルティングとして

提供しつつ、顧客内の幅広い部門での活用を促す取り組みを強化した結果、受注案件の大型化が進んでいるほか、既存

顧客についても活用シーンの拡大とともに顧客単価が上昇しております。

　足元では、ソーシャルメディアでの消費者ニーズの把握やコールセンターやコンタクトセンターなどでの顧客の声の

分析や、社内のナレッジ蓄積と業務効率化等を目的としたサービス導入が好調に推移しております。

 　以上の結果、当第１四半期累計期間におけるセグメント売上高は422,586千円、セグメント利益は232,624千円となり

ました。

 

 
 
＜カスタマーリングス事業＞

　カスタマーリングス事業は、企業が顧客の属性、購入履歴、メール配信への反応等の情報に基づき、最適なキャン

ペーンを実施できる統合マーケティング・ツールを提供しております。

　当事業では「実感型デジタルマーケティング」のコンセプトのもと、データの効率的な活用にとどまらず、オンライ

ン施策が顧客行動に与える影響を分析・見える化することで、次の施策決定を支援し、また分析した結果を直接マーケ

ティング施策に活用できるソリューションとして事業展開を図っております。

　電子商取引市場の拡大により、顧客とのデジタル接点から収集した情報をマーケティング施策に活かす取り組みが広

がっておりますが、デジタル・マーケティング分野は成長市場であることから新規参入も多く、競争環境は厳しくなっ

てきております。そのような環境の中で、当社は、多様な条件設定によりリアルタイムに有望顧客を抽出・可視化する

ことで、顧客に合わせたきめ細かなマーケティング・シナリオ構築と最適アクション実施を実現できるツールとして差

別化を図っております。

　当サービスへの引き合いは堅調に推移しており、既存顧客の利用度拡大に伴うプランアップにより顧客単価が上昇

し、収益拡大に寄与しております。

 

　以上の結果、当第１四半期累計期間におけるセグメント売上高は344,242千円、セグメント利益は97,777千円となりま

した。

 
＜タレントパレット事業＞

　タレントパレット事業は、企業内に散在している社員スキル、適性検査結果、職務経歴、人事評価、従業員アンケー

ト、採用情報などの人材情報を集約して分析・見える化ができるプラットフォームを提供しております。 働き方改革や

労働人口減を背景とした人材活用プロセス（採用、教育、配置、評価）の質的向上や効率化を目指した人材管理のソフ

トウェア市場は急拡大しております。当社では、顧客基盤の拡大に向け、先行的に積極的な人員採用やマーケティング

投資を実施しており、導入社数は急速に増加しております。

　当事業では、人材情報をデータで見える化し、分析的視点での人事戦略を実現する「科学的人事」のコンセプトのも

と、継続的にサービスの機能強化を図っているほか、導入企業へのコンサルティングを通じて蓄積された分析ノウハウ

や活用方法などをサービス強化に結び付けております。足元では「評価傾向診断機能」「研修管理機能」などのサービ

ス強化を図るほか、Webセミナーの積極開催などの施策により、引き合いが増加しております。新規に導入する顧客につ

いては、従業員数が多い大手企業が増えていることと、オプション機能の導入やプランアップによるアップセルが進ん

でいることから、全体の顧客単価が上昇しており、収益拡大に寄与しております。

 

　以上の結果、当第１四半期累計期間におけるセグメント売上高は1,043,941千円、セグメント利益は545,777千円とな

りました。

 
 

（資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産は5,275,379千円となり、前事業年度末に比べ223,163千円減少いたし

ました。

これは主に現金及び預金が207,948千円減少したことによるものであります。
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固定資産は718,361千円となり、前事業年度末に比べ81,676千円増加いたしました。これは主に有形固定資産が

55,581千円、投資その他の資産のその他に含まれる敷金が91,345千円増加、繰延税金資産が66,505千円減少したこ

とによるものです。

この結果、総資産は5,993,740千円となり、前事業年度末に比べ141,487千円減少しました。

 

（負債）

当第１四半期会計期間末における流動負債は884,911千円となり前事業年度末に比べ342,895千円減少いたしまし

た。

これは主に未払法人税等が310,367千円、未払金が33,011千円減少したことによるものです。

 

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産合計は5,108,829千円となり、前事業年度末に比べ201,408千円増加いた

しました。

これは主に資本金等が41,442千円、利益剰余金が160,458千円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は85.1％（前事業年度末は79.8％）となりました。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当社は、各事業部による既存サービスの新機能開発活動を推進しております。また、各セグメントに関連付けら

れない全社共通の研究開発活動として、情報技術・イノベーションセンターによるテキストマイニング技術及びAI

活用に関する研究開発活動、経営企画部主催の全社員を対象とした新規事業開発活動に取り組んでおります。毎

年、新規事業創発のためのコンテストを開催しており、事業現場、技術部門、企画部門が連携することで、テキス

トマイニング、CRM・MA、タレントマネジメントに続く、「世の中を「見える化」する新サービス」の開発に努めて

おります。

 
＜見える化エンジン事業＞

顧客内での幅広い利用者による情報活用を可能とするためのプラットフォーム構築や大量データを可視化するた

めの機能開発を行っております。

＜カスタマーリングス事業＞

市場変化に迅速に対応するため、業務の自動化、高速化、機能追加及びシステム安定化など、サービス基盤を強

化するシステム開発を行っております。

＜タレントパレット事業＞

時代変化が顧客にもたらす課題を解決するための新機能開発やサービス品質向上を図るためのシステム開発を

行っております。

＜全社共通＞

大量の日本語を分析処理するテキストマイニングの基盤技術である自然言語処理エンジン「Waters」の機能強化

や精度向上のためのシステム開発を行っております。また新規事業創造への取り組みとして、新規事業開発活動を

行っております。

当第１四半期会計期間末における当社の研究開発体制は、見える化エンジン事業３名、カスタマーリングス事業2

名、タレントパレット事業３名、情報技術・イノベーションセンター２名であります。

 
当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は26,057千円であります。

なお、当第１四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,167,000 40,176,800
東京証券取引所
（マザーズ）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。
なお、単元株式数は100株で
あります。

計 40,167,000 40,176,800 ― ―
 

(注) １．「提出日現在発行数」欄には、2022年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

２．2022年１月１日から2022年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が9,800株増加

しております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社プラスアルファ・コンサルティング(E36635)

四半期報告書

 7/18



 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年10月１日～
2021年12月31日（注）

117,000 40,167,000 20,721 84,196 20,721 74,196
 

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 40,048,400
 

400,484

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら制限のない当社における標準と
なる株式であります。
なお、単元株式数は100株でありま
す。

単元未満株式 普通株式 1,600
 

― ―

発行済株式総数 40,050,000 ― ―

総株主の議決権 ― 400,484 ―
 

（注）当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第63号)

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2021年10月１日から2021年12月

31日まで)及び第１四半期累計期間(2021年10月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 
４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例について

当四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との対比は行っ

ておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年９月30日)
当第１四半期会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,614,738 4,406,789

  受取手形 8,989 9,236

  売掛金 751,959 776,284

  仕掛品 1,279 6,097

  貯蔵品 5,544 5,171

  その他 116,221 72,032

  貸倒引当金 △190 △233

  流動資産合計 5,498,543 5,275,379

 固定資産   

  有形固定資産 114,221 169,802

  無形固定資産 1,834 3,088

  投資その他の資産   

   その他 520,629 545,470

   投資その他の資産合計 520,629 545,470

  固定資産合計 636,685 718,361

 資産合計 6,135,228 5,993,740

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 84,350 99,500

  未払法人税等 481,353 170,985

  賞与引当金 115,996 60,475

  その他 546,106 553,948

  流動負債合計 1,227,806 884,911

 負債合計 1,227,806 884,911

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 63,475 84,196

  資本剰余金 53,475 74,196

  利益剰余金 4,779,175 4,939,633

  株主資本合計 4,896,125 5,098,026

 新株予約権 11,295 10,803

 純資産合計 4,907,421 5,108,829

負債純資産合計 6,135,228 5,993,740
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 1,810,770

売上原価 496,326

売上総利益 1,314,444

販売費及び一般管理費 629,337

営業利益 685,106

営業外収益  

 有価証券利息 1,570

 その他 19

 営業外収益合計 1,589

営業外費用  

 固定資産除却損 386

 その他 0

 営業外費用合計 386

経常利益 686,309

税引前四半期純利益 686,309

法人税、住民税及び事業税 170,985

法人税等調整額 66,505

法人税等合計 237,491

四半期純利益 448,818
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【注記事項】

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

また、収益認識会計基準等の適用による当第１四半期累計期間の損益に与える影響はありません。

　(時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって四半期貸借対

照表価額とする金融商品を保有しておらず、四半期財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
当第１四半期累計期間
(自　2021年10月１日
至　2021年12月31日)

減価償却費 4,747千円
 

 

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自 2021年10月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月12日
取締役会

普通株式 288,360 7.20  2021年９月30日 2021年12月20日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 
３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、当第１四半期累計期間において、新株予約権の行使により、資本金が20,721千円、資本準備金が20,721千円

増加し、当第１四半期会計期間末において資本金が84,196千円、資本剰余金が74,196千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間(自 2021年10月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
（注)１

四半期損益計
算書計上額
（注）２

見える化
エンジン事業

カスタマーリ
ングス事業

タレント
パレット事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 422,586 344,242 1,043,941 1,810,770 ― 1,810,770
セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 422,586 344,242 1,043,941 1,810,770 ― 1,810,770

セグメント利益 232,624 97,777 545,777 876,179 △191,072 685,106
 

(注）１．セグメント利益の調整額は、報告セグメントに配分していない全社費用の金額であり、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費です。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第１四半期累計期間（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計見える化
エンジン事業

カスタマーリングス事
業

タレント
パレット事業

一時点で移転される財又
はサービス

27,630 13,749 209,909 251,288

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

394,956 330,492 834,032 1,559,481

顧客との契約から生じる
収益

422,586 344,242 1,043,941 1,810,770

外部顧客への売上高 422,586 344,242 1,043,941 1,810,770
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
当第１四半期累計期間
(自 2021年10月１日
至 2021年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 11円20銭

(算定上の基礎)  

四半期純利益(千円) 448,818

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 448,818

普通株式の期中平均株式数(株) 40,069,015

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 10円51銭

(算定上の基礎)  

四半期純利益調整額(千円) ―

普通株式増加数(株) 2,635,668

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前会計年度末から重要な変動があったものの概
要

―

 

 
２ 【その他】

2021年11月12日開催の取締役会において、2021年9月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 288,360千円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　 　7円20銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　2021年12月20日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　　2022年２月９日

株式会社プラスアルファ・コンサルティング

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齊藤　直人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 桒野　正成  

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プラス

アルファ・コンサルティングの2021年10月１日から2022年９月30日までの第16期事業年度の第１四半期会計期間(2021年

10月１日から2021年12月31日まで)及び第１四半期累計期間(2021年10月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プラスアルファ・コンサルティングの2021年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

 ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

　される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

　められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

　認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

　か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

　四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

　ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

　は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

　て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

　準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

　示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

　認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上

 
 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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